
平
成
二
八
年
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
の
標
準
税
率
は
、
次
の
と
お

り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

付
加
価
値
割

資

本

割

所

得

割

一
〇
〇
分
の

〇
・
九
六

一
〇
〇
分
の

〇
・
四

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の

二
・
五

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
を
超
え
年
八
〇
〇
万
円
以

下
の
金
額

一
〇
〇
分
の

三
・
七

所
得
の
う
ち
年
八
〇
〇
万
円
を
超
え
る
金
額

一
〇
〇
分
の

四
・
八
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内
部
取
引
に
係
る
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
本
特
例
に
よ
る
更
正
決
定
を
受
け
た
事
業
を
行
う
個
人
が
、
租

税
条
約
に
基
づ
く
申
立
て
を
し
た
場
合
に
は
、
当
該
申
立
て
を
し
た
者
の
申
請
に
基
づ
き
、
当
該
更
正
決
定
に

係
る
事
業
税
の
徴
収
を
猶
予
す
る
こ
と
と
し
、
徴
収
を
猶
予
す
る
場
合
に
は
、
猶
予
す
る
金
額
に
相
当
す
る
担

保
を
徴
す
る
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
徴
収
の
猶
予
を
し
た
事
業
税
に
係
る
延
滞
金
の
う
ち
猶
予
期
間
に
対
応
す

る
部
分
の
金
額
は
、
免
除
す
る
こ
と
と
し
た
。
な
お
、
国
税
庁
長
官
は
、
当
該
個
人
が
相
互
協
議
の
申
立
て
を

し
た
場
合
等
に
は
、
当
該
個
人
の
主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
そ
の
旨
及
び
更
正

決
定
さ
れ
た
所
得
税
の
額
の
算
定
の
基
礎
と
な
っ
た
所
得
等
を
通
知
し
、
通
知
を
受
け
た
道
府
県
知
事
は
関
係

道
府
県
知
事
に
通
知
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二
条
の
五
七
の
二
及
び
第
七
二
条
の
五
七
の
三
関
係
）

付
加
価
値
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
付
加
価
値
額
か
ら
、
平
成
二
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
〇
年
三
月
三
一

日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
限
り
、
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
か
ら
基
準
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
を

控
除
し
た
金
額
（
以
下
「
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額
」
と
い
う
。）の
基
準
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
に
対
す
る

割
合
が
増
加
促
進
割
合
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
次
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
そ
の
雇
用
者
給
与
等
支
給
増

加
額
に
雇
用
安
定
控
除
と
の
調
整
等
所
要
の
措
置
を
講
じ
た
金
額
を
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず

る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九
条
関
係
）

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
以
上
で
あ
る
こ
と
。

平
均
給
与
等
支
給
額
が
比
較
平
均
給
与
等
支
給
額
を
超
え
る
こ
と
。

電
気
供
給
業
を
行
う
法
人
の
収
入
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
収
入
金
額
を
算
定
す
る
場
合
に
お
い
て
控
除
さ
れ

る
収
入
金
額
の
範
囲
に
、
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
六
年
法
律
第
七
二
号
）
の
施
行

の
日
か
ら
平
成
三
二
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
分
の
事
業
税
に
限
り
、
一
般
送
配
電

事
業
者
の
収
入
金
額
の
う
ち
、
特
定
実
用
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
に
交
付
す
る
当
該
特
定
実
用
発
電
用
原
子
炉

設
置
者
が
使
用
済
燃
料
再
処
理
等
既
発
電
費
と
し
て
積
み
立
て
る
べ
き
金
額
に
相
当
す
る
収
入
金
額
を
追
加
す

る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九
条
関
係
）

に
伴
い
、
資
本
金
一
億
円
超
の
普
通
法
人
の
う
ち
平
成
二
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
八
年
三
月
三
一

日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
付
加
価
値
額
が
四
〇
億
円
未
満
の
法
人
に
つ
い
て
、
当
該
事
業
年

度
に
係
る
事
業
税
額
が
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
現
在
の
付
加
価
値
割
、
資
本
割
及
び
所
得
割
の
税
率
を
当
該

事
業
年
度
の
そ
れ
ぞ
れ
の
課
税
標
準
に
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
付
加
価
値
額
が

三
〇
億
円
以
下
の
法
人
に
つ
い
て
は
そ
の
超
え
る
額
に
二
分
の
一
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
付
加
価
値

額
が
三
〇
億
円
超
四
〇
億
円
未
満
の
法
人
に
つ
い
て
は
そ
の
超
え
る
額
に
当
該
付
加
価
値
額
に
応
じ
て
二
分
の

一
か
ら
零
の
間
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
事
業
年
度
に
係
る
事
業
税
額
か
ら
控
除
す
る

措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
改
正
法
附
則
第
八
条
関
係
）

に
伴
い
、
資
本
金
一
億
円
超
の
普
通
法
人
の
う
ち
平
成
二
八
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
九
年
三
月
三
一

日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
付
加
価
値
額
が
四
〇
億
円
未
満
の
法
人
に
つ
い
て
、
当
該
事
業
年

度
に
係
る
事
業
税
額
が
平
成
二
八
年
三
月
三
一
日
現
在
の
付
加
価
値
割
、
資
本
割
及
び
所
得
割
の
税
率
を
当
該

事
業
年
度
の
そ
れ
ぞ
れ
の
課
税
標
準
に
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
付
加
価
値
額
が

三
〇
億
円
以
下
の
法
人
に
つ
い
て
は
そ
の
超
え
る
額
に
二
分
の
一
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
付
加
価
値

額
が
三
〇
億
円
超
四
〇
億
円
未
満
の
法
人
に
つ
い
て
は
そ
の
超
え
る
額
に
当
該
付
加
価
値
額
に
応
じ
て
二
分
の

一
か
ら
零
の
間
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
事
業
年
度
に
係
る
事
業
税
額
か
ら
控
除
す
る

措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
改
正
法
附
則
第
九
条
関
係
）

３

地
方
消
費
税

譲
渡
割
の
納
税
義
務
の
対
象
と
な
る
課
税
資
産
の
譲
渡
等
か
ら
特
定
資
産
の
譲
渡
等
を
除
く
と
と
も
に
、
特
定

課
税
仕
入
れ
を
行
っ
た
事
業
者
に
納
税
義
務
を
課
す
る
等
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二
条
の
七

八
〜
第
七
二
条
の
八
〇
の
二
、
第
七
二
条
の
八
四
、
第
七
二
条
の
九
四
及
び
附
則
第
九
条
の
三
の
二
関
係
）

４

不
動
産
取
得
税

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
認
可
を
得
た
者
が
同
法
に
規
定
す
る
事
業
所
内
保
育
事
業
（
利
用
定

員
が
六
人
以
上
）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
つ
い
て
、
非
課
税
と
す
る
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第

七
三
条
の
四
関
係
）

国
立
研
究
開
発
法
人
医
薬
基
盤
・
健
康
・
栄
養
研
究
所
が
一
定
の
業
務
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
つ
い
て
、

非
課
税
と
す
る
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
条
の
四
関
係
）

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
認
可
を
得
た
者
が
直
接
同
法
に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
事
業
の
用
に

供
す
る
家
屋
（
当
該
事
業
の
用
以
外
の
用
に
供
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。）に
つ
い
て
、
当
該
家
屋
の
価
格

の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
価
格
か
ら
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三

条
の
一
四
関
係
）

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
認
可
を
得
た
者
が
直
接
同
法
に
規
定
す
る
居
宅
訪
問
型
保
育
事
業
の

用
に
供
す
る
家
屋
（
当
該
事
業
の
用
以
外
の
用
に
供
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。）に
つ
い
て
、
当
該
家
屋
の

価
格
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
価
格
か
ら
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第

七
三
条
の
一
四
関
係
）

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
認
可
を
得
た
者
が
直
接
同
法
に
規
定
す
る
事
業
所
内
保
育
事
業
（
利

用
定
員
が
五
人
以
下
）
の
用
に
供
す
る
家
屋
（
当
該
事
業
の
用
以
外
の
用
に
供
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。）

に
つ
い
て
、
当
該
家
屋
の
価
格
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
価
格
か
ら
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
条
の
一
四
関
係
）

社
会
福
祉
法
人
等
が
直
接
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法
に
規
定
す
る
認
定
生
活
困
窮
者
就
労
訓
練
事
業
（
社
会

福
祉
事
業
と
し
て
行
わ
れ
る
も
の
に
限
る
。）の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
つ
い
て
、
当
該
不
動
産
の
価
格
の
二
分

の
一
に
相
当
す
る
額
を
価
格
か
ら
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
条
の
一

四
関
係
）

宅
地
建
物
取
引
業
者
が
、
改
修
工
事
対
象
住
宅
の
取
得
後
二
年
以
内
に
、
一
定
の
改
修
工
事
を
行
っ
た
後
、

当
該
住
宅
を
個
人
に
対
し
譲
渡
し
、
当
該
個
人
が
そ
の
者
の
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
に
つ
い
て
、
当
該
宅
地

建
物
取
引
業
者
に
よ
る
取
得
が
平
成
二
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
場
合
に
限
り
、
一
定
の
税
額
を
減

額
す
る
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
の
四
関
係
）

国
立
研
究
開
発
法
人
森
林
総
合
研
究
所
が
一
定
の
業
務
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係
る
非
課
税
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
に
森
林
保
険
業
務
の
用
に
供
す
る
不
動
産
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
条
の
四
関
係
）

都
市
再
生
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
認
定
事
業
者
が
認
定
計
画
に
基
づ
き
取
得
す
る
認
定
事
業
の
用
に
供
す

る
不
動
産
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
価
格
か
ら
控
除
す
る
額
を
当
該
不
動
産
の
価
格
の
五
分

の
一
を
参
酌
し
て
一
〇
分
の
一
以
上
一
〇
分
の
三
以
下
の
範
囲
内
に
お
い
て
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
割
合
に

相
当
す
る
額
と
し
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
平
成
二
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。た
だ
し
、

当
該
取
得
が
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
価
格
か
ら
控
除
す
る
額

を
当
該
不
動
産
の
価
格
の
二
分
の
一
を
参
酌
し
て
五
分
の
二
以
上
五
分
の
三
以
下
の
範
囲
内
に
お
い
て
道
府
県

の
条
例
で
定
め
る
割
合
に
相
当
す
る
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）
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